
宇陀市　　　商工産業課　０７４５-８２-５８７４
区分

奨励金

要件 支援内容

◯新設・増設・改修・移転
次の①～⑦のすべてに該当し、市長が事業所誘致奨励事業者として指定したもの
①事業所等の設置場所が市内
②周辺の環境への十分な配慮
③用地を取得した日から起算して５年以内に事業開始
④事業の開始の日において、従業員数が新設は５人以上、増設又は移設は新たに３人以
　上雇用すること
⑤投下固定資産の取得に要した費用の総額が2,000 万円以上であること
⑥市税を滞納していないこと
⑦風俗営業及び公序良俗に反する営業又はその他周辺環境に著しく害を及ぼすおそれ
　のある事業でないこと

事業所誘致奨励事業者の指定を受け、雇用期間が事業を開始した日以後１年以上ある
市内在住雇用者が３人以上いること

◯前年度固定資産税相当額
◯期間　５年間

川西町　　　まちづくり推進課　０７４５-４４-２２８０
区分

奨励金

税制優遇

要件 支援内容

・県より「地域経済牽引事業計画」の承認を受けた事
　業者が、当計画に従い新増設投下固定資産額１億円
　以上（農林漁業関連業種は５,０００万円以上）

【企業立地奨励金】
・前年度固定資産税相当額の３/４　期間：３年間
（増設の場合は、当該増設部分のみに適用）
【雇用奨励金】
・町内居住者を１年以上雇用した場合、１人につき２０万円
（限度額：５００万円）
【治水対策奨励金】
・規定する貯留量を超える場合、超えた貯留量㎥あたりに
　５万円を乗じて得た額（限度額：３００万）

・新設、増設、移転
①地域経済牽引事業について国の確認を受けている
　こと
②事業所の立地に伴う環境の保全について適切な措置
③投下固定資産総額：１億円以上
④常時勤務の従業員数：１０人以上
⑤町税を滞納していないこと
⑥暴力団関係者ではないこと

【事業所新設等奨励金】

山添村　　　地域振興課　０７４３-８５-００４８
区分

報償金

要件 支援内容

新設、増設、建替え
 （１）投下固定資産総額１億円以上
 （２）投下固定資産総額５億円以上 
 （３）投下固定資産総額１０億円以上
 （４）投下固定資産総額３０億円以上
※投下固定資産10 億円以上の場合は、常時雇用従業員数30人以上又は
　村内在住１／５以上

（１）１／２×３年以内
（２）１／２×４年以内
（３）２／３×６年以内
（４）３／４×８年以内

固定資産税相当額の

平群町　　　都市建設課　０７４５-４５-２０７７
区分

奨励金

要件 支援内容

新設、増設、移設
①～④のすべてに該当し、町長が工場等誘致奨励事業
者として指定したもの
①工場等の設置場所が指定地域であること
②町と公害防止協定を締結すること
③家屋及び償却資産の取得費の合計額が 5,000万円以
　上であること
④工場等の用地取得後３年以内に当該工場等の操業開
　始すること

【工場等設置奨励金】

【雇用促進奨励金】
新規雇用の市内在住雇用者
１人につき20万円を補助
（限度額300万円・１回限り）

各交付年度の前年度に賦課された固定資産税額に相当す
る額に、次の割合を乗じて得た額
(１)初年度　100/100
(２)２年度　  75/100
(３)３年度　  50/100
期間：操業開始後初めて工場等に係る固定資産税が賦課
　　　された年度の翌年度から３年間

・固定資産税の課税免除
（家屋、構築物及びその敷地に賦課される固定資産税）
　期間：３年間
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